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研究要旨 

 （目的）大阪府北部地震、平成 30年北海道胆振東部地震において顕在化した災害時の

医療情報共有における課題を解決することを目的とし、EMIS の機能改善ならびに拡張を

行う方向性や具体的な項目などについて検討し、案を提示することを目指した。 

 （結果）洗い出した主な課題として、i) 医療機関の入力率の低迷、ii) 医療機関のラ

イフライン関連情報の入力項目が不十分であること、 iii)停電時や野外などで EMIS発信

ができないこと iii)停電時や野外などで EMIS発信ができないことが明らかとなった。こ

れらの課題への対策として、それぞれ i) ユーザーインターフェースの強化、EMIS 訓練機

能の強化と e-Learningの導入、医療機関の APIの開発、ii) 病院の基礎情報管理ならび

に緊急時入力、詳細入力に、ライフライン情報項目を追加、 iii)スマートフォン用アプ

リの開発を提案する。 

 ただし、これらの提案の実装にあたっては、今回の EMIS 機能改善ならびに拡張による

システム障害の発生を避けるため、実装前にいわゆる「お試し版」によるテスト期間を設

けて、関係者やユーザーによるチェックを行うことが不可欠と考える。 
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Ａ 研究目的 

 広域災害・救急医療情報システム

（EMIS）は、災害時の医療対応を効果的

に実施するための情報共有ツールとして、

阪神・淡路大震災以後、機能追加を繰り返

しながら進化を遂げて来ており、今や被災

地での地域の実情に応じた災害医療対応の

調整になくてはならない情報共有ツールを

となっている。しかし、近年の災害事案に

おいて、その課題がいろいろと指摘されて

いる。そこで、今年度は、平成 30年度に発

生した２つの災害、すなわち大阪府北部地

震、平成 30年北海道胆振東部地震において

顕在化した EMISの課題を明らかにし、その

解決に向けて具体的な改善案を提示するこ

とを目指す。 

 

Ｂ 研究方法 

 １：大阪府北部地震、平成 30年北海道胆

振東部地震における顕在化した課題の抽出

を行う。その手法としては、EMIS入力のロ

グ分析のほか、災害対策本部で活動した

DMAT などへのヒアリングで行なった。 

 ２：明らかとなった課題解決に向けての、

EMIS の機能改善を方向性や具体的な項目

などについて検討し、案を提示する。 

 

Ｃ 研究成果 

 １：明らかとなった課題 

 明らかとなった課題の概略を表１まとめ

た。以下、詳しく述べると、 

i) 医療機関の EMIS入力率の低迷 

 大阪府北部地震、平成 30年北海道胆振東

部地震における、発災後の EMISによる医療

機関状況入力率を、図 1と２に示す。大阪

北部地震では 10時間後にほぼ 100%、平成

30 年北海道胆振東部地震では 16時間後に

60%が入力され、時間経過とともに、入力率

がある程度は上がってはいる。後者での入

力率が良くない原因としては、iii)で後述

するように、広範囲な停電（ブラックアウ

ト）も影響していると推察される。 

 しかし、両災害とも、入力者 ID分析によ

り入力者を割り出してみると、医療機関自

身の入力による発信は極めて少なく、入力

されたもののうち、代行機関による入力が

大阪北部地震では 60%、平成 30年北海道胆

振東部地震では 80%を超えており、いずれ

も高率であった（図 3,4）。そして、その結

果、代行入力に当たって保健所職員や DMAT

などによる電話、あるいは出向いての聞き

取り作業（いわゆるローラー作戦）を余儀

無くされていた。 

ii) 医療機関におけるライフライン関連情

報の入力項目が不十分であること 

 いずれの災害でも、医療機関において電

気、水、医療ガスなどのライフライン障害

が生じていた。特に平成 30年北海道胆振東

部地震においては、その一つ一つの障害に

実際に対応するにあたって、各医療機関に

対し、かなり詳細な施設情報を聴取する必

要があった。例えば、自家発電機関の燃料

タンクの容量や位置、燃料の種類、給油口

の位置などの詳細な情報、すなわちその病

院施設部門の職員しか知り得ないような詳

細な事項について、電話で聴き取る煩雑な

作業が必要となり、調整に時間と労力を要

した事実が明らかとなった。 

iii) 停電時や野外などで EMIS発信が不可

能であること 

 停電時にしばしば EMIS入力が困難とな

る問題は、平成 30年北海道胆振東部地震に

おけるブラックアウトにより、顕在化した。

また、DMAT活動などの際、野外からの EMIS

発信が容易でないのは問題ではないかと以

前より指摘されていたが、いわゆる本部支

援活動では通常電源が確保できていても、

病院支援などへの移動中や被災地での屋外

活動において、EMISの入力・発信が困難と

なる実態が改めて課題として指摘された。 

 

 ２：明らかとなった課題への対策の概略

を表２にまとめた。 

 すなわち、 

i) EMIS 入力率改善に向けての対策 

・ ユーザーインターフェースの強化：



 

視認性・操作性向上のための改修、

デザイン変更をおこなう。 
・ EMIS 訓練機能の強化：医療機関の自

主的な利用促進を目的として、被災

状況入力機能の訓練版を追加する。 
・ e-Learning の導入：EMIS 主要機能

の習熟度向上と操作への理解を深め

ることを目的とし、反復練習も可能

とする e-Learningを導入する。なお、

その導入にあたっては、個人レベル

での練習用と複数メンバーで行う訓

練用のものが使い分けられることが

不可欠となる。 
・ 医 療 機 関 状 況 の Application 

Programing Interface（API）開発：

外部システムから、EMIS へ登録・参

照するためのインターフェースを追

加する。  
 

ii) 医療機関情報項目の追加（表３）： 

・ 既存の「緊急時入力」に建物の火災

および浸水に関する項目を追加する。 

・ 「詳細入力」にエレベーターの稼働

状況を追加する。 

・ 「病院情報管理」に電気・水道等に 
関する項目を、平時からあらかじめ

入力しておけるよう、追加する。 

 

iii) スマートフォン用アプリ化開発によ

る情報通信改善： 
・ 医療機関の被災状況入力用機能をス

マートフォンアプリ化する。例とし

て、医療機関状況の詳細入力の画面

イメージを図 5に示す。 

・ DMAT 活動状況入力を可能とするアプ

リの開発 
・ オフライン時の利用、プッシュ通知

に対応する 
 

Ｄ 考察 

 今回の検討により、改めて EMISの課題と

して３点、すなわち、i)医療機関の EMIS

入力率の低迷、ii)医療機関におけるライフ

ライン関連情報の入力項目が不十分である

こと、iii)停電時や野外などで EMIS発信が

不可能であることを指摘した。 

 まず、１番目の「災害時における EMIS

の医療機関自身による入力率が低い」とい

う問題の存在は、今に始まったことではな

い。 

 この原因としてまず考えられるのは、被

災によりインターネット遮断やコンピュー

ター機器などの破損などを生じた場合、被

災した医療機関が発信できないという場合

であろう。事実、これまでも東日本大震災

では岩手県の海岸部に位置して津波被害を

被った施設では、建物被害、停電、インタ

ーネットの遮断などにより、EMIS での発信

ができなかった。また、平成 30年北海道胆

振東部地震の際の停電、いわゆるブラック

アウトにより発信したくても発信できなか

った施設も皆無ではなかった。もっとも、

後者では被災後ある程度の時間内はバッテ

リーや非常用発電により、少なくとも EMIS

の緊急時入力ぐらいは行えたはずと考える

のが妥当である。また、図１と２をみれば

わかるように、その非入力率の高さはそれ

だけでは説明できない割合に達している。

つまり、実際は大部分の災害では、医療機

関は EMISでの発信を試みたが発信できな

かったわけではないのだ。ほとんどの原因

は、医療機関の EMISへの無関心、操作を知

らないなどの無知、被災していなければ発

信しなくて構わないと誤解している、など

に起因すると考えられる。つまり、ヒュー

マンファクターに起因する EMIS 入力率の

低迷なのである。 

 しかも、この課題の改善を図るため、こ

れまでも EMIS 教育・研修の重要性について

繰り返し強調してきたが、改善の兆しは一

向に見られないと言わざるを得ない現状で

ある。その結果として、いわゆるローラー

作戦を実災害対応で展開せざるを得ないと

いうのでは、EMISの存在意義そのものを問

わざると得ないことになってしまう。 

 ただし、その問題が改善されない原因と



 

して、EMIS自体の操作性の問題、練習モー

ドがないことを背景として指摘したい。災

害発生時には EMISを使いこなせないとい

けないのに、日常的に使うものではないだ

けに、これら２つの問題の改善は急務であ

る。そこで、技術的に可能であろう具体的

なアプローチとして、①ユーザーインター

フェースの改善、②訓練機能の強化、③

e-Learningの導入、④医療機関状況 APIの

開発、の 4点を提案した。 

 他方、災害時に陥った医療機関の状況を

発信・共有する上で、最も重要な情報は、

病院の機能維持の視点から、いわゆるライ

フライン系の状況であることは論を俟たな

い。ライフライン系が被害を被っている病

院に対して支援を行うにあたってはかなり

詳細な情報交換が必要であることが、平成

30 年北海道胆振東部地震対応などでの対

応で、別途明らかとなった。その事実から、

２つ目の課題として「EMISの入力項目追加

の必要性」を指摘し、今回特にライフライ

ン情報に関する項目の強化案の提案に至っ

た（表３）。 

 もっとも、これまでも EMISは機能追加を

目的として、発信、共有できる情報項目や

仕様が繰り返されててきたが、その副作用

として操作性の悪さ（ユーザーフレンドリ

ーでなく、直感的な操作ができないなど）

が繰り返し指摘されてきた歴史がある。さ

らにその上に災害時の入力項目を増やすこ

とが却って EMISの操作性をさらに悪化さ

せてしまうのでは、元も子もない。 
 そこで、今回提言した入力追加項目につ

いては、その基本的な施設仕様などの詳し

い情報については、あらかじめ平時から病

院の基本情報欄に入力しておくことを提言

したい。つまり、今回追加を提案する項目

が主として基本的な医療機関の施設情報で

あることから、平時に登録しておくべき基

本情報管理項目への追加とするのである。

この工夫により、上記の弊害を避けること

ができる。 

 さて、３つ目の課題である「停電時や野

外などで EMIS 発信が不可能である」に関し

ての対策は、今や日常的かつ最も手軽に発

信できる手段としてのスマートフォンの活

用である。これまで、EMISの入力・発信は

基本的にコンピューターを用いて行うしか

なかったが、このアプリケーションをスマ

ートフォンに搭載することにより、この課

題はかなり解決できる。かつ、DMATなど屋

外や移動中にでも発信可能となり、代行入

力もより簡単かつ早くすることができるよ

うになる。ただし、スマートフォンアプリ

の導入にあたっては、いくつか押さえてお

く点を指摘しておきたい。 

・ セキュリティーの確保 

・ Androidと iOSの両方に対応可能とす

ること 

・ 医療機関状況の代行入力にあたり、

DMATが行う場合の仕組みを再検討する

こと 

・ DMAT 活動状況入力も可能とすること 

の 4点である。まずは、緊急事入力と詳細

入力、引き続いて DMAT活動状況入力を可能

とするアプリを提案したい。 
 

  最後に、今回の提案の実装にあたって

は、今回の EMIS機能改善ならびに拡張によ

るシステム障害の発生は避けるべきである。

できれば実装前にいわゆる「お試し版」に

よるテスト期間を設けるなど、厚生労働省

関係者やユーザーによるチェックをしっか

りと行うことが不可欠と考える。 

 

Ｅ 結論 

 近年の災害対応上の EMISの課題を洗い

出し、i) 医療機関の入力率の低迷、ii) 医

療機関のライフライン関連情報の入力項目

が不十分であること、 iii)停電時や野外な

どで EMIS発信ができないことが明らかと

なった。 

 これらの課題への対策として、それぞれ

i) ユーザーインターフェースの強化、EMIS

訓練機能の強化と e-Learningの導入、医療

機関の APIの開発、ii) 病院の基礎情報管



 

理ならびに緊急時入力、詳細入力に、ライ

フライン情報項目を追加、 iii)スマートフ

ォン用アプリの開発を提案する。 

 ただし、提案の実装にあたっては、当然

EMIS システム障害の発生は避けるべきで

あり、実装前にいわゆる「お試し版」によ

るテスト期間を設けるなど、厚生労働省関

係者やユーザーによるチェックをしっかり

と行うことが不可欠と考える。 
 
F．健康危険情報 

 特になし 
 
 
 

G.研究発表 

1.  論文発表 
・日本災害医学会雑誌に投稿予定 
2.  学会発表 

・日本災害医学会で発表予定 

 

H．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 
  該当なし 
2. 実用新案登録 
  該当なし 
3. その他 
  該当なし



 

 


